


 

別添 

 

令和４年度における林業の安全対策の推進に係る留意事項 

 

 

１ 労働安全衛生法令の遵守の徹底 

（行政運営の方針等） 

令和３年の林業における死亡者数（令和４年３月速報値）は平成 29年（2017年）

の同期比で 10人（25.6％）の減少であるが、第 13次労働災害防止計画（以下「13

次防」という。）で掲げる目標（死亡者数を平成 29年と比較して、令和４年までに

15％以上減少させる）を達成するとともに、なお一層の労働災害の減少を目的とし

て、厚生労働省は、引き続き平成 31 年２月に改正された労働安全衛生規則（別添

１）を周知するとともに、作業現場での同法令に基づく伐木作業等の安全対策の普

及・定着を進めるとともに、その遵守のさらなる徹底を図ることとする。 

 

２ 伐木ガイドライン等の普及・定着 

（行政運営の方針等） 

令和２年１月に、「チェーンソーによる伐木等作業の安全に関するガイドライン」

（平成 27年 12月７日基発第 1207第３号）（以下「伐木ガイドライン」という。）（別

添２、別添３）及び「林業の作業現場における緊急連絡体制の整備等のためのガイ

ドライン」（平成６年７月 18 日基発第 461 号の３）（別添４、別添５）が改正され

ているが、厚生労働省は、引き続き伐木ガイドライン等を周知し、その普及・定着

を進めるとともに、同ガイドライン等に基づく安全対策の実施の徹底を図ることと

する。 

（留意事項） 

事業者は、安全衛生教育等の機会を活用し、作業現場での伐木ガイドラインの普

及・定着を図り、チェーンソーによる伐木等作業の安全を推進すること。 

 

３ チェーンソーによる伐木等作業に係る安全対策講習会の開催 

（行政運営の方針等） 

令和４年度、厚生労働省は、委託事業により、チェーンソーによる伐木等作業に

係る安全対策講習会（別添６）を開催し、事業場の安全担当者等に、直接、改正省

令及び伐木ガイドライン等に基づく安全対策について周知し、チェーンソーによる

伐木等作業の安全等の確保を推進する。 

（留意事項） 

事業者は、労働安全衛生法令及び伐木ガイドライン等に基づく安全等の確保を図

るため、事業場の安全担当者等を安全対策講習会に積極的に参加させること。 

 

４ 能力向上教育等安全衛生教育の推進 

（行政運営の方針等） 



 

厚生労働省は、引き続き、事業者に対して、労働安全衛生法（昭和 47 年法律第

57 号）第 59 条に基づく労働者に対する安全衛生教育の的確な実施について指導を

徹底する。 

また、厚生労働省は、同法第 60 条の２に基づく危険又は有害な業務に現に就い

ている者に対する安全衛生教育（以下「能力向上教育」という。）について、令和

３年３月 17 日付け安全衛生教育指針公示第６号「危険又は有害な業務に現に就い

ている者に対する安全衛生教育に関する指針の一部を改正する件」により「チェー

ンソーを用いて行う伐木等の業務従事者安全衛生教育カリキュラム」を改正したこ

とから、令和３年３月 17日付け基発 0317第２号「チェーンソーを用いて行う伐木

等の業務（労働安全衛生規則第 36条第８号の業務）従事者安全衛生教育について」

（別添７）に留意の上、概ね５年ごとに労働者が能力向上教育を受講できるよう、

事業者に対する周知等を行う。 

（留意事項） 

事業者は、同法第 59条に基づく労働者に対する安全衛生教育及び同法第 60条に

基づく職長等に対する安全衛生教育を的確に実施するとともに、同法第 60 条の２

に基づく危険又は有害な業務に現に就いている者に対する能力向上教育を概ね５

年ごとに労働者が受講できるよう、安全衛生教育の機会を確保すること。 

また、チェーンソー作業については、振動障害防止対策の実施も重要であること

から、安全衛生教育の実施に当たっては、「チェーンソー取扱い作業指針について」

（平成 21年７月 10日付け基発 0710第１号。別添８）等に基づく、「日振動ばく露

量Ａ (8)」をもとにした作業時間の管理等に関する内容も含んだものとなるよう留

意すること。 

 

５ 林野行政との連携の強化 

（行政運営の方針等） 

厚生労働省は、地域の実態等を踏まえ、林野庁や都道府県林務部局と連携し、林

業現場での労働災害の防止に係る各種取組を進める。これまでも、例えば関係機関

連絡会議を開催し労働災害の発生状況を共有して合同パトロールを実施する等、関

係都道府県、森林管理署等と連携して労働災害防止に向けて取り組んでいる。引き

続き労働基準監督署と都道府県、森林管理署等との間に設けている連絡協議の場を

活用する等、事業者に対して上記１から４の内容を含む労働安全衛生の確保に関し

て林野行政と連携して適切な指導を行う。 

 

６ 林業・木材製造業労働災害防止協会等との連携の強化 

（行政運営の方針等） 

厚生労働省は、令和４年度厚生労働省補助事業（※）等を実施する林業・木材製

造業労働災害防止協会（以下「林災防」という。）と連携を強化し、地域の実態等

に即した取組を行うとともに、関係団体等と効果的な連携を図り、林業の安全対策

を推進する。 

（留意事項） 



 

事業者は、当該取組への参加等を通じて、伐木作業における安全水準の向上等を

図ること。 

林災防は、13次防に基づき林災防が策定した「林材業労働災害防止計画（５カ年

計画）」の最終年度を迎えることから、同計画の計画期間中に多く発生しているチ

ェーンソーによる伐倒作業等の死亡災害について分析するとともに同災害の防止

対策を「会員事業場の取組事項」として取りまとめたところであるが、これを会員

事業場等の日常作業に反映させるよう取り組むこと。 

（※）林災防は、令和４年度、伐木作業における安全水準の向上等を図るため、安

全管理士、林業普及指導員等が連携し、現場パトロール、講習会等を行う。厚

生労働省は、令和４年度厚生労働省補助事業として、当該取組を補助する。 

 

 



 

（添付資料） 

【別添１】「伐木作業等の安全対策の規制が変わります！～伐木作業等を行うすべ

ての業種が対象～」(リーフレット) 

【別添２】「チェーンソーによる伐木等作業の安全に関するガイドライン」の改正

（令和２年１月 31 日基発 0131 第 1 号） 

【別添３】チェーンソーによる伐木等作業の安全に関するガイドライン（平成 27

年 12 月７日基発 1207 第３号、改正令和２年１月 31 日基発 0131 第 1 

号） 

【別添４】「林業の作業現場における緊急連絡体制の整備等のためのガイドライ

ン」の改正（令和２年１月 31 日基発 0131 第 4 号） 

【別添５】林業の作業現場における緊急連絡体制の整備等のためのガイドライン

（平成６年７月 18 日基発第 461 第の３、改正令和２年１月 31 日基発

0131 第４号） 

【別添６】厚生労働省委託事業「伐木等作業安全対策推進事業」（令和元年度事業

開始） 

【別添７】チェーンソーを用いて行う伐木等の業務（労働安全衛生規則第 36条第

８号の業務）従事者安全衛生教育について（令和３年３月 17 日基発

0317第２号） 

【別添８】チェーンソー取扱い作業指針について（平成 21年７月 10日基発 0710

第１号） 
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